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3C1 ディシジョンマネジメントの 企業 

(R&D 部門 ) への展開 

村上略 下 0 大澤良隆，有国学 憲 ( 住友電気工業 ) 

    は じめに 

研究開発プロジェクトにおいて、 戦略的な意思、 決定 ( 進展させるかあ るいは 中 

止か 、 また投資拡大させるか 縮小 か 等 ) のためにその 評価の重要性は 論を待たな 
い。 当社では過去プロフィタビリティ 法 、 新スコア汝等の 方法を試みてきた [ 1 ]0 
残俳ながらこれらの 方法では、 研究開発プロ               トの評価結果はプロジェクト 
リーダ一の主観に 大きく影響されるという 欠点が指摘されてきた。 つまり、 楽観 

的な ( 法螺 吹 幸太 ) リーダ一によるプロジェクトほど 結果がよくなり、 悲観的な 
リーダ一ではその 逆になる。 また、 これらの方法は 種々の不確実要因を 考慮した 
分析ができずらいため、 プロジェクトを 総合的な判断から、 より良い方向に 導く 

ことには使えないという 問題があ った。 そこで米国より 新しい評価手法であ るデ 
ィシジョンマネジメント ( 以下 D M と略す ) を導入し、 具体的なプロジェク ト 評 
価を行うとともに、 その定着・普及を 行ってきた。 ここでは D M に関し、 その概 
要 、 当社の導入ポリシー   狂人経過、 普及方法、 および効果 ( 解析例を交えて ) 
を 述べる。 

2 . D M とは 

D M とは、 不確実さとリスクを 持つ問題 ( 企業においては 設備投資、 企業買収、 
研究開発プロ             クト等 ) への科学的アプローチによって、 より良い意思決定を 
行う手法であ る。 その特徴は、 ビジブルかつ 簡単なツールの 使用によりコミュニ 
ケーションの 改善および議論の 活性化ができること、 効率的な定性議論と 複雑 す 

ぎない定量解析の 組合わせにより 決定根拠が明確な 早期の意思決定に 貢献できる 
こと等であ る。 詳細は参考文献を 参照されたい [ 2 ] [ 3 ] 。 なお、 D M の開発 
経緯を次に述べる。 

] 9 6 4 年、 スタンフォード 大学   エンジニアリンバ ， エコノミックス ・ シス 

テム学部のロナルド・ハワード 教授が意思決定の 質を向上させるための 論理的手 
法 であ るディシジョン   アナリシスを 確立したことに 始まり、 その後 S R l ( ス 

タンフォード・ リサーチ   インスティテュー ト ) で軍事、 ビジネ 、 ス 等への応用が 

進められた。 1 9 8 1 年、 S R l からビジネ 、 ス 関係の人がスピンオフ し 、 S D G 
( ス トラ テ ジック ・ディシジョン ズ   グループ ) 社を設立した。 ここにおいて、 

ぺ アイン 、 ンヨ 、 ・ 、 / 、   アナリシスに 塞 いた D M を完成させ、 以来コンサルティンバ 活動 

な 行っている。 

3 . 当社における D M の連火および 普及 

当社は 1 9 9 1 年に S D G 社より D M を導入した。 導入にあ たっては、 問題解 
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決 をそのつど S D G 社に委ねるのではなく、 方法は教わり 実際の課題にそれを 応 
用し、 問題解決するのは 自社で行うこと、 および社内の 積極的普及をポリシー と 
して今日まで 取組んできた。 

このため、 まず当社の研究スタッフ 2 名が、 実際の研究開発プロジェクトを 持 

って米国 S D G 社を訪問し、 先方の指導を 受けながら解析を 進めた。 こうしてプ 
ロジェクト解析能力を 持つ ネ f 内 D M チームを育成した。 さらに、 社内 D M チーム 
の 解析能力向上、 別プロジェクト 解析においてより 高度なテクニック や 疑問 点 解 
決のためにその 都度指導を受けられるよう、 S D G 社と交渉し契約を 結び進めて 
きた。 D M チームについては、 海外進出すべき 事業部プロジェクトが 多くなって 

きたこと等のため、 1 9 9 5 年 7 月より研究開発部門に 対しては開発企画部が 、 

事業部門に対しては 経営企画部がそれぞれ 別 チームを作り、 分担して解析してい 
る。 解析能力に関しては、 前述の契約を 利用して新しいモデル 作成テクニックな 
どを学んだ。 

一方、 定着・ 普及のために 定期的に S D G 社の担当者を 招いて講師とし、 社内 

セミナーを行うこととした。 セミナ一の種類は 役員・事業部長，研究所長向けに 
D M の考え方を講義する ] 日間の 「トップセミナー」 から、 部長・課長クラスを 
対象とした 2 日間の 「入門セミナー」 、 担当者向けのパソコンで 定量モデル作成 

も行 う 4 日間の 「専門家養成セミナー」 まで バ ライティをもたせた。 これまで 2 

回の トップセミナー、 5 回の入門セミナー、 1 回の専門家養成セミナーを 実施し 
た 」 0 

解析したプロジェクトについては、 すべて納得できる 結論が得られ、 プロジェ 

クトの方針決定に 貢献している。 解析結果としては、 ( 1 ) 投資を拡大すべきが   
全体の約 1 0 % 、 ( 2 ) このような方向で 進めるべきと 最適シナリオが 明確化し 
たものが全体の 約 6 5 % 、 ( 3 ) 中止 / 削減すべきが 残り 2 5 % となった。 部門 

別には研究開発部門関連が 約 6 0 % 、 事業部門関連が 4 0 % であ る。 
これまで解析した 例の中で、 研究開発プロジェクトの 例を以下に述べる。 

4 . 解析 例 

4 . 1 . 背景 

当社研究開発部門のⅠ グループは、 A 社と機械部品を 共同開発しており、 その 

性能に目処が 立った時点で A 社より五度時の 売値の間合せがあ った。 プロジェク 

トリーダーは、 売上敷 且 、 原料 珪 、 加工費等の程々の 不確実要因と 損益のリスク 
があ る状況で売値の 決定を迫られていたが、 このためには 最適な量産プロセス、 
今後 注カ すべき開発項目も 同時に決める 必要があ った。 

研究部門だけでなく、 事業部門や営業部門の 人にも集まって 頂き   D M チーム 
が 議論進行役となり、 各種ツールを 使って解析を 行った。 

4 . 2 . 解析の流れ 
まず、 図 Ⅰに示すフォース   フィールド・ ダイヤグラムと 呼ばれるツールに よ 

り 、 出席者全員からプロジェクト 推進に対する 賛成、 および反対意見を 求めて 整 
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理する。 この際、 市坊・技術・ コス トといった項目別に 意見を出して 頂くと、 牡 

許 が活性化する。 このプロジェクトでは、 技術的には原料や 成型工程が関係者に 
とって重要であ ることがわかった。 次のツールは 図 2 に示すディシジョン・ ヒエ 

ラルキーと呼ばれ、 今回の意思。 決定事項を既決や 将来決めることから 区別し 、 明 
確 にすることであ る。 これを使 うと 確実に無駄な 舐論 が避けられ、 会 礒の時間が   

短億 される。 今回は、 売値、 最適プロセス、 および設備投資を 決定することとな 
った 。 この後、 衷 Ⅰ に示すス トラテジー ・ テーブルと呼ばれるツールにより、 プ 

ロジェクト推進戦略を 創出していく。 このプロジェクトでは、 性能重視戦略 ( 実 
紺 のあ る小型機使用戦略 ) 、 コスト最小戦略 ( 実績はないがコス トを低減できる 
大型機使用戦略 ) およびその中間戦略が 創出された。 さ らに図 3 に示すインフル 

ェ ンス ・ ダイヤグラムにより、 不確実要因と 価値との関係を 推理していく。 
ここまでが定性的パートであ るが、 D M の解析者としてはこれらのパートの 進 
の 方が実は恩もむずかしい。 というのは、 参加者はそれぞれの 分野の ェ キスパー 
ト であ り、 ともすれば専門的になりすぎ 他の参加者に 理解できない 形でアイデア 
を述べたり、 自らの担当分野を 不利に見せないようにバイアスのかかった 技術予 
測や市坊予測を しがちだからであ る。 彼らから如何に 創造的なアイ ヂア を引き出 
し、 戦略としてまとめていくか、 また如何に彼らのバイアスを 取り除くかが 大き 

な ポイントとなる。 このためには、 研究者と しての実務経験、 スタッフとしての 
マーケッ ト如拙、 問題把握能力等が 必要であ る。 
次に定 且 約分析として、 スプレッ ドシートモデルを 作り価値を計算し、 不確実 

要因の感度分析 ( トルネ 、 一 ド ・チャート ) や確率分析 ( プロバビリティー ， ディ 

ストリビューション ) な 行う。 

4 . 3 . 解析結果の一例 

ここでは感度分析結果のみを 紹介する。 図 4 に示すよ う に明らかに大型機使用 
戦略の方が損益的に 有利であ ることがわかり、 損益に影Ⅰを 及ぼす不確実要因と 
して仕上げ加工女 が 重要であ ることがわかった。 解析前に依頼者が 重要と考えて 
いた精製歩留り 等の精製条件はさほど 重要でないこともわかった。 

4 . 4 . 効果 

この解析の効果としてはもし D M を行っていなければどうなっていたかを 依頼 

者にヒアリンバした。 ヒアリンバの 結論としては、 「 ] ケ 用後に先方に 不確かな 

価格を提示し、 その後さほど 重要でない 粕製 条件検討を行い、 半年後にようやく 
大型機導入を 検討といった 経過が予測されたⅡ というものであ った。 実際は D M 
6 行ったことにより、 1 ケ 用後に先方に 確度の高い価格提示、 大型機 遵 八不可欠、 

および仕上げ 加工省略に注 力 した技術開発を 行 う べきとの結論が 得られ、 結論に 

沿ったアクションの 結果、 2 ケ用 後には早く も仕上げ加工省略に 目処を得るなど、 

研究開発期間の 短縮と効率化が 図れることとなった。 また、 コス ト幅や仕上げ 加 
エに 関して、 関係者間の定主的な 情報の共有とコンセンサス 作りにも大きな 効果 
が得られることとなった。 
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國 回 
組立工程 ( コスト面・ 技 DEC@SloN 

顧客の組立技術は 高い 術 両両方 ) が顧客担当 Hl   RARCHY 
の 既決事項が   

  

Lab. レベルで確認済み ( 量 原料の品質の 安定性がつか 
産 レベルでは未確認 ) めていない 

） 

STRATEGY 
TAB 」 E の戦略 J 頁 

今 のところ原料は 安値、 安定 原料の値段が 高 い 
目 が明確になる 

寸法収縮率が 小さいので OK       成型の歩留り・ 出来高が低 い 

：Ⅰ 

不確実要因が   

Lab. レベルで確認済み 精製の歩留りが 低いのでは 明確になる 
ないか ( 容器への付着等 ) 

図 1 . Ⅰ 二 orce  F 二 leld  D@ao ド am 
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既決事項 

今回の意志決定 

将来の決定事項 

・顧客と共同 
開発を行 う 

・組立は顧客が 行 う 

・最適な製造プロセスの 決定 

・売値の決定 

・原料まで SEl でやるか 

・組立 材 まで S 日でやるか 

図 2.DeC:Sio Ⅱ HIe ド arChy 

表 l .St 「 ategy 丁 abIe 

製造プロセス 

Ⅰ 
代替戦略 場所 原料購入夫 精製           マジン 体積 密度 混合 成型 世上・ げ 

性能重視 X 市     A 社 する   "     竺 ", 口         ""   二     』 - 』 
口ロ       ""   6.2 6.6 メカニカル                                 

  の日 ，   。 目口 
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売上 額 各年損益 原価 

売上数量 直接原価 間接原価 

単価 加工費 材料費 間接費 人件費 設備費 

  囲 
目コ は 不確実要因。 悲観 値 、 楽観 値 、 基本値を各専門家にヒアリンバ。 
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